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Abstract– This paper describes a bilateral control of nonlinear teleoperation with time varying commu-
nication delay. The proposed method are simple PD-type controllers which are independent of the rate of
time delay change and depend on the upper bound of round-trip delay. The proposed control strategy is
independent of parameter uncertainties of the model of the robots and the operator and remote environ-
ment. The delay-dependent stability of the origin is shown via Lyapunov stability Theorem. Furthermore
the proposed strategy also achieves master-slave position coordination and bilateral static force reflection.
Several experimental results show the effectiveness of our proposed strategy.
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1 はじめに

テレオペレーションシステムとは, オペレータがマス
タアームを操作することにより, 遠隔地のスレーブアー
ムを操作するロボットシステムである. 特に遠隔環境
からスレーブに加わる力覚・触覚情報をマスタ側へ伝
達することで，オペレータの操作支援をする制御法を
バイラテラル制御という. テレオペレーションのバイ
ラテラル制御に関しては極限環境での応用を目指して
古くから研究されているが，近年のインターネットな
どのデジタル情報通信技術の浸透を背景に，情報イン
フラを活用するテレオペレーションの理論・実験研究
が更に精力的に行われている [1, 2]．

制御理論の観点からは，この問題は一般に通信遅延
を含む非線形フィードバック系の安定化問題として扱
われ，定数遅延を考慮したテレオペレーションのバイ
ラテラル制御については多くの結果が報告されている
[3, 4]．一方通信遅延の変動を考慮した結果についても
幾つかの報告があるが [5, 6]，まだ多くの課題がある．

文献 [5]では時変の通信遅延を考慮した時変ゲインを
用いた制御則の提案と安定性解析が示されている. し
かし, 遅延の変化率に対する制約が厳しいことと，時
変ゲインの計算には遅延の変化率を直接計測する必要
があり，現実的でない．文献 [6]では時変の通信遅延を
考慮した定数ゲインを用いた制御則の提案が行われた．
この方法は遅延の変化率を必要としないため，比較的
実用的であるが，遅延の変化率に対する制約は依然と
して [5]と同様に厳しい．

そこで本稿では任意の遅延の変化率に対して安定性
を保持する制御則を提案する. 提案する制御則は文献
[6]の制御則において速度情報の交換を無くしたもので
あり，これにより，通信遅延の変化率に依存しないテ
レオペレーション制御を実現する．また提案制御則は
通信遅延の大きさには依存し，最大往復遅延が制御則
における比例ゲインの上限を規定する合理的な構造を
有している．

さらにワイヤレス LANを用いたバイラテラルテレ
オペレーションシステムを構築し, 制御実験により提案
制御法の有効性を検証する.

2 テレオペレーションのダイナミクス
本研究では，Fig.1に示すような 2つの非線形多自由

度ロボットが，インターネットのような時変の通信遅
延を有する通信路を介して結合しているシステムの安
定化問題を扱う．
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Fig. 1: Teleoperation System

本研究で扱うマスタロボット及びスレーブロボット
のダイナミクスは，一般的な n自由度を有するロボッ
トとして，以下の式で表されるとする.
ȷ

Mm(qm)q̈m + Cm(qm, q̇m)q̇m + gm(qm) = fim + JT
mFop

Ms(qs)q̈s + Cs(qs, q̇s)q̇s + gs(qs) = fis − JT
s Fenv

(1)

ここで, 添え字mはマスタ, sはスレーブロボットを表
しており, qi (i = m, s)は関節角度, τi (i = m, s)は入
力トルク, Fopは操縦者からマスタロボットの手先にか
かる力, Fenv はスレーブロボットの手先が環境へ加え
る力, Mi(qi) (i = m, s)は慣性行列, Ci(qi, q̇i)q̇i (i =
m, s)はコリオリ力及び遠心力項, gi(qi) (i = m, s)は
重力項, Ji(qi) (i = m, s)はヤコビアンである. ここで,
ヤコビアンについて以下の仮定をおく.

仮定 1. ヤコビアン Ji(i = m, s)は正則である.

ロボットの関節角度 qi (i = m, s)と手先位置xi (i =
m, s)の間には次の関係があることが知られている.

xi = fi(qi)　 (fiはある関数) (2)

ẋi = Jiq̇i (3)

ẍi = Jiq̈i + J̇iq̇i (i = m, s) (4)

この関係式を用いて式 (1)の関節空間におけるロボッ
トダイナミクスを作業空間におけるダイナミクスに変
換する. また以降では qi, q̇i の関数であることを表す
(qi), (qi, q̇i)は省略する.
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Mem = J−T
m MmJ−1

m (5)

Mes = J−T
s MsJ

−1
s (6)

Cem = J−T
m (Cm − MmJ−1

m J̇m)J−1
m (7)

Ces = J−T
s (Cs − MsJ

−1
s J̇s)J−1

s (8)

gem = J−T
m gm (9)

ges = J−T
s gs (10)

作業空間におけるロボットのダイナミクスは次式と
なる.

ȷ

Memẍm + Cemẋm + gem = J`T
m fim + Fop

Mesẍs + Cesẋs + ges = J`T
s fis − Fenv

(11)

上式のロボットダイナミクスは次の特性を有すること
が知られている [7].

特性 1. Mei (i = m, s)は正定行列となる.

特性 2. Nei = Ṁei − 2Cei (i = m, s)は歪対称行列
となる.

特性 3. 適当な定数m1em, m2em, m1es, m2es, cem,ces,
gem, ges が存在して, 次の関係が成立する.

0 < m1ei ≤∥ Mei ∥≤ m2ei < ∞ (12)

∥ Cei ∥≤ cei ∥ ẋi ∥ (13)

∥ gei ∥≤ gei (i = m, s) (14)

次に, 操縦者は一定の力を与え続けるとして以下のよ
うな定数入力とする.

Fop(t) = F̄op (15)

ここで F̄op ∈ Rn×n であり有限であるとする. 次に遠
隔環境は次式で表されるような線形システムとする.

Fenv(t) = Beẋs(t) + Kexs(t) (16)

ここで, Be, Ke ∈ Rn×n は正定対称行列で, それぞれ
遠隔環境の粘性摩擦係数と剛性係数である.
マスタとスレーブ間の通信路については時変な遅延

が発生するものとし, マスタからスレーブまでの遅延を
Tm(t), スレーブからマスタまでの遅延を Ts(t) とする.
ただし, パケットロス等の現象は扱わないとする. この
遅延時間 Tm(t), Ts(t)に対して以下を仮定する.

仮定 2. 通信遅延 Tm(t), Ts(t)は時間に関して微分可
能な連続関数であり, 次式を満たす.

0 ≤ Ti(t) ≤ T+
i < ∞ i = m, s (17)

ここで, T+
i ∈ Rは遅延の最大値であり定数であると

する. また, 通信路の最大往復時間 T+
ms = T+

m + T+
s は

既知であるとする.

仮定 3. 全ての信号は拡張 L2 空間に属している.

仮定 4. マスタとスレーブの速度は t < 0 において
ẋm = ẋs = 0である.

3 制御目的
制御目的を以下のように設定する.

制御目的 1. 任意の時変の通信遅延に対して安定であ
る.
制御目的 2. 定常状態 t → ∞において操縦者が力を
加えず, 環境との接触がないとき位置誤差 xe(t)が零と
なる.

xe(t) = xm − xs → 0 as t → ∞, (18)

制御目的 3. 定常状態 t → ∞において環境からの反力
が操縦者に正確に伝達される.

Fop = Fenv (19)

4 制御則
制御目的の達成のため，次の制御則を考える.

(

fim = JT
m[`Dpẋm + Kp{xs(t − Ts(t)) − xm} + gem]

fis = JT
s [`Dpẋs + Kp{xm(t − Tm(t)) − xs} + ges]

(20)

ただし, Dp, Kp ∈ Rn×n は正定対角行列である. こ
こで右辺の括弧内第 1項は安定化のためのダンピング
であり，第 2項は位置制御則，第 3項は重力補償のた
めの要素である．

5 安定性解析
安定性解析を容易にするためにマスタロボット, ス

レーブロボットの位置の平衡点 x̄m ∈ Rn×1, x̄s ∈
Rn×1 を任意の定数として次式のように定義する.

F̄op = Kp(x̄m − x̄s) (21)

0 = Kex̄s − Kp(x̄m − x̄s) (22)

次にこの平衡点が原点となるような新しい位置の変数
を次式のように定義する.

x̃m(t) = xm(t) − x̄m (23)

x̃s(t) = xs(t) − x̄s (24)

作業空間におけるテレオペレーションのダイナミクス
の式 (11)に式 (15), (16), (21), (22), 式 (23), (24)を代
入，整理すると次式の閉ループシステムを得る.
8
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:

Memẍm + Cemẋm

　　　　　 = `Dpẋm + Kp{x̃s(t − Ts(t)) − x̃m}
Mesẍs + Cesẋs

　　　　　 = `Dpẋs + Kp{x̃m(t − Tm(t)) − x̃s}
　　　　　　　　　　　　　　　　− Beẋs − Kex̃s

(25)

ここで, 次の定理が成り立つ.

定理 1. 式 (25)に示されたテレオペレーションシステ
ムを考える. 仮定 1∼4が成立しゲインKpが次式を満
たすとする.

Kp <
2

T+
ms

Dp (26)

このとき ẋm, ẋs, x̃m, x̃s は平衡点において漸近安定
となる.

上述の定理では遅延の変化率に依存しない. そのた
め任意の変化率の遅延に対して安定となる. つまり, 制
御目的 1が達成される.



Proof. 状態 ẋm, ẋs, x̃m, x̃s を用いてシステムのリア
プノフ関数候補を次式のように定義する.

Vms(x, t) = ẋT
m(t)Memẋm(t) + ẋT

s (t)Mesẋs(t)

　　+ {x̃m(t) − x̃s(t)}T Kp{x̃m(t) − x̃s(t)}
　　　　　　　　　　　　　+ x̃T

s (t)Kex̃s(t) (27)

特性 1よりMem, Mes, Kp, Ke は正定であり，関
数 Vms は正定である.
次に, システム (25)の解軌道に沿って Vmsを時間微

分し特性 2を用いて整理すると次式となる.

V̇ms = −2ẋT
mDpẋm − 2ẋT

s Dpẋs − 2ẋT
s Beẋs

−2ẋT
mKp

Z Ts(t)

0
ẋs(t − ξ)dξ　　　　　　　　　　　　

−2ẋT
s Kp

Z Tm(t)

0
ẋm(t − ξ)dξ (28)

両辺を [0, tf ] で積分すると次式となる.
Z tf

0
V̇msdτ = −2

Z tf

0
ẋT

mDpẋmdτ − 2

Z tf

0
ẋT

s Dpẋsdτ

−2

Z tf

0
ẋT

s Beẋsdτ

−2

Z tf

0
ẋT

mKp

Z Ts(τ)

0
ẋs(τ − ξ)dξdτ

−2

Z tf

0
ẋT

s Kp

Z Tm(τ)

0
ẋm(τ − ξ)dξdτ　　　　　

　　　 (29)

式 (29)の右辺第 4，5項に対して，シュワルツの不等
式および仮定 2，仮定 4を用いて整理すると，次式が
得られる．

Z tf

0
V̇msdτ

≤ −2

Z tf

0
ẋT

s Beẋsdτ −
Z tf

0
ẋT

s

˘

2Dp − T+
msKp

¯

ẋsdτ

−
Z tf

0
ẋT

m

˘

2Dp − T+
msKp

¯

ẋmdτ (30)

ここで, Beは正定であるので式 (26)を満足するような
Kp, Dpを選択することで式 (30)は準負定となる. リア
プノフの安定定理より, Vms(x(t)) > 0で V̇ms(x(t)) ≤ 0
なのでシステムは安定となる．
状態 x(t) = [ẋm ẋs x̃m x̃s] は有界となり, Bar-

balatの補題を用いることで最終的に ẋm, ẋs, ẍm, ẍs

が漸近安定であることが示される.
以上より t → ∞において閉ループシステム (25)は

次式となる.

x̃s(t − Ts(t)) − x̃m = 0 (31)

x̃m(t − Tm(t)) − x̃s = K−1
p Kex̃s (32)

上式に次の関係式

x̃i(t − Ti(t)) = x̃i(t) −
∫ t

t−Ti

˙̃xidt i = m, s (33)

を代入すると次式が得られる.

K−1
p Kex̃s = 0 as t → ∞ (34)

Kp, Ke は正定であるので limt→∞x̃m =limt→∞x̃s =
0 となる. 以上よりシステムの平衡点 ẋm, ẋs, x̃m, x̃s

は漸近安定である. つまりマスタとスレーブの位置は
limt→∞xm = x̄m, limt→∞xs = x̄s となる.

上述の定理から以下の系 1を導くことが出来る.

系 1. (11), (25)に表されるテレオペレーションシステ
ムについて仮定 1-4が成り立ち, (26)の条件が成立す
るとき以下が成立する.

(1)定常状態 t → ∞において, Fop = 0, Fenv = 0
を満たすとき位置誤差 xe は零になる.

Proof. Fop = 0, Fenv = 0を満たすとき式 (21), (16)
より次式となる.

Fop = Kp(x̄m − x̄s) = 0 (35)

Fenv = Beẋs(t) + Kexs(t) = 0 (36)

定理 1より limt→∞ẋs = 0, limt→∞xs = x̄s であるの
で式 (36)は

Fenv = Kex̄s = 0 (37)

上式を (22)式に代入すると

x̄m − x̄s = 0 (38)

従ってマスタとスレーブの位置誤差xeは零になる.

(2)定常状態 t → ∞において次式のような力の反射
が達成される.

Fop = Fenv (39)

Proof. 定理 1 より limt→∞ẋm = 0, limt→∞ẋs = 0,
limt→∞xm = x̄m, limt→∞xs = x̄sが成立するので式
(16), (21), (22)より

Fenv = Kex̄s = Kp(x̄m − x̄s) = Fop (40)

となる.

定理 1，および系 1 (1)-(2)は，それぞれ制御目的
1, 2, 3に対応しており，これより，提案制御則によって
3節の 3つの制御目的が達成されていることが分かる．

6 制御実験による検証
本研究では Fig.2に示すような 2自由度のジョイス

ティックをマスタ, 平行リンク型 2自由度マニピュレー
タをスレーブとするテレオペレーションシステムを構
築した．
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Fig. 2: Experimental Setup

また, 通信機器としてワイヤレス LANを使用し, 実
験室内のアクセスポイントを経由してマスターとスレー



ブが通信を行う. また通信プロトコルには UDPを用
い，パケットロスが生じた場合には 1サンプル前のデー
タを用いて補完する. ある平日の夜間に測定した往復
遅延時間 Tms を Fig.3に示す.
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Fig. 3: Round trip delay

Fig.3より最大往復遅延時間は約 0.86[s]であること
が分かる. そこで T+

ms = 0.9とし, 設計パラメータを式
(15)を満足する範囲で以下のように与えた.

Kp =

»

20 0
0 20

–

, Dp =

»

20 0
0 20

–

(41)

制御実験として次の 2種類の状況について制御則を
検証する．

• Case 1 : スレーブが環境との接触がない場合

• Case 2 : スレーブが環境と接触する場合

Case 1の実験結果を Fig.4に, Case 2の実験結果
を Fig.5に示す. ここで Fop, Fenv は入力トルクから
推定している. Fig.4よりスレーブはマスタに追従して
いることが分かる. また, Fig.5より定常状態において
Fop = Fenv となっていることが確認できる.

7 おわりに
本稿では任意の遅延の変化率に対して安定性を保持

する制御則を提案した．提案する制御則は文献 [6] の
制御則において速度情報の交換を無くしたものであり，
これにより，通信遅延の変化率に依存しないテレオペ
レーション制御を実現した．
さらにワイヤレス LANを用いたバイラテラルテレ

オペレーションシステムを構築し, 制御実験により提案
制御法の有効性を示した.
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Fig. 4: Time Responses in Case 1 (without any
contact to environment)
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